
平成19年8月28日判決苔渡同E原本領収裁判所念記官長谷）11涼子

平成l9年（ネ）第1496号．第30 1 3号各扱容賠償蕊求控訴．同術帯笠訴

事件（原審・菜京地方裁判所平成14年（ワ）第27790号．平成l5年（ワ）

第79 7 5号．平成16年（ワ）第80 S l号）

口涵弁論袋禁日 平成19年6月7日

判 決

当字者の表示 別紙当字者目数記栽のとおり

主 文

1 本件控訴及び本件閉吝控訴をいずれも変却する．

2 控訴費用は控訴人 ・陪符霰控訴人の負坦とし．附を控訴

安用は笠笠訴人 ・附帯笠訴人らの久担とする。

亭突及び理由

第1 控活及び附帯控訴の趣旨

1 控訴の趣旨

(1) 原学）決中控訴人・防吝被控訴人敗訴の部分を取り消す．

(2) 前項の取消部分に保る破控訴人・対帯杢訴人らの甜求をいずれも菜却す

る．

(3) 訴訟費用は．第1. 2審とも被控訴人 ・附需控訴人らの負担とする．

2 陪帯笠訴の趣旨

(l)原判決を次のとおり変更する．

(2l 笠訴人・約苔笠控訴人は，被控訴人 ・ 附苔控訴人らに対レ． 各30 万円及•

びこれに対する1ないし10番笠笠訴人・附帯控訴人については平成l5年

1月16日から． 1 1ないし13番笠控訴人・附帯控訴人については同年4

月l7日から， 14岳波笠訴人・附帯笠訴人については平成l6年4月15 
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日から支払済みまで年5分の割合1こよる金員をそれぞれ支払え．

(3) 訴訟交用は第1, 2審とも控訴人・附帯被控訴人の点担とする。

(41 仮執行の宜苫

第2 事案IJ)概要

1 本件は．被控訴人・附帯控訴人（以下 r破控訴人」という。）らにおいて，

控訴人・附帯被控訴人（以下「控訴人」という。）が被控訴人らの個人情禄を

インターネット上において第三者による閲覧が可能な状熙1こ匹き．実際に第三

者がそれにアクセスしてその個人情報を流出させて，被控訴人らのプライバシ

ーを侵容したと主張して．控訴人に対し．不法行為による摂密賠倹請求椛に基

づき．それぞれ窓甜斜10 0万円及び弁瞑士交用 15万円の合討115万円並

びにこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで民法所定の年5分の答J

合による遅延授容金の支払を求めた事案である。

2 原判決1ま．被控訴人らの諸求を．それぞれ慰甜料3万円(10番被控訴人に

ついては1万70 0 0円）及び弁笈士費用 50 0 0円の合計3万50 0 0円

(1 0悉被控訴人については2万20 0 0円）並びにこれに対する訴状送達の

日の翌日から支払済みまで民法所定の年5分の割合による遅延祖杏金の支払を

求める殴度で認容したので．控訴人がその敗訴部分を不服として控訴をし．さ

らに．被控訴人らがそれぞれの敗訴部分を不服として附帯控訴をした上．その

主たる請求を慰謝斜及び弁寒士交用の合許30万円1こ減縮した。

3 前提となる事実，当亭者の主張及び主な争点は原判決の「平実及び理由J

中の「第2 事案の概要」の1ないし4に記載のとおりであるから．これを引

用する。

第3 当裁判所の判断

1 当裁判所も、被控訴人らの誘求は．それぞれ3万50 0 0円(10番被控訴

人については2万20 0 0円）及びこれに対する遅延損容金の支払を求める限

度で理由があると判断する。その理由は、次哀1こ控訴人の控訴理由に対する説

示を加え， 3項1こ被控訴人らの附帯控訴理由に対する説示を加えるほかは，原

判決の「李突及び理由」中の「第3 当裁判所の判断」の1ないし4に記哉の

とおりであるから，これを引用する。ただし，原判決27頁25行目の「その

後，」を削り，同行の「被告は，」の次に「同日，上記法律事務所内にTBC

類客情報流出事故対策室を設けて、 2次被容防止のためのプロパイダに削除要

諸を開始し，」と加える。

2 控訴人の控訴理由について

(1) 控訴人は，十分な専門的技術的知識がなかったからこそ，本件ウェプサイ

トの制作，保守を専門の業者であるネオナジーに委託したのであり，コンテ

ンツに直接的に関わりのないセキュリティなどの専門的技術的知識を要する

菜務1こついて，ネオナジーを指揮，監督することはおよそ不可能であって，

このような業務に関して生じた本件事故1こついて控訴人が衰任を問われるの

は不合理であるし，秘密保持契約を交わしてセキュリティ管理をネオナジ一

に委託していたのであるから，選任，監督に過失はないと主張して，控訴人

の使用者炭任を肯定した原判決を非難する。

しかレ，挙示証拠によれば，控訴人は，本件ウェプサイトのコンテンツの

具体的な内容を自ら決定し，その決定に従いネオナジーが行ったコンテンツ

内容の更新や修正について，セキュリティ等を含めてその勁作を自ら確認し

ていたものであり，また，ネオナジーから随時運用1こ奨する報告を受け，障

容や不呉合が発生したときはネオナジーと原因や対応等について協議してい

たことが認められるから，控訴人は，ネオナジーが行う本件ウェプサイトの

制作，保守1こついて，ネオナジーを実質的に指揮監督レていたものという

ことができる。この点に関する原判決の認定判断は，正当として是認するこ

とができる。控訴人は、ネオナジーに委託したウェブサイトの制作，保守菜

務のうちのセキュリティなど一部の事務のみを取り上げて，その阪りにおい

て、実質的な指揮，監督がないとか、選任，監督に過失がないと主張してい
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るにすぎず，控訴人の主張は採用の限りでない。

(21 控訴人は，① OECDのガイドラインや民問部門における電子計算機処

理1こ係る個人情報保箋1こ関するガイドライン（平成9年3月4日遥商産業省

告示第98号）があることをもって，本件情報流出苓故後の平成17年4月

に施行された個人情報の保渡1こ関する法律が要求するのと同等又はそれに近

い水準の注意義務が控訴人に諜せられていたというのであれば失当である

し，本件はインターネットの不正利用者が証接引き起こした事故であるか

ら，控訴人の注意義務迄反を認定するに当たってはこの点を十分1こ考慮すべ

きであり，また，控訴人がコントロールできない2次流出についてまでをも

賠償の対象とすることはできない，② :r.ステティック（エステティク，エ

ステティーク）は英を追求する前向きなサービスであるから，エステティッ

クサーピスを提供する控訴人1こ固人情報を提供したことそのものに秘器性が

あるとした原判決の判断は誤りであるし，また．本件情報は，控訴人のエス

テティックサーピスを受けていることを示すものではなく，その申込みをし

たことを示すものですらないのであって，必ずしもエステティックサーピス

に対する関心があったことを示す涸人情報ではないから．要保寒性が高いと

した原判決の認定判断は誤りである．③ 原判決の認容額をもって全面勝訴

したかのように喧伝していることからすると，被控訴人らの実際の被容は既

1こ十分回復しているように思われる，などの写情1こ照らすと， 1人当たり 3

万50 0 0円（弁寒士費用50 0 0円を含む．）という扱容額は余りにも高

額であり．このことは， 1人当たり 1万5000円， 1人当たり 50 0 0円

とした下級審の各裁判例と比較しても明らかであると主張する。

しかし，原判決の認定する本件情報流出事故の態様，程度，控訴人の採っ

た搭箆その他本件に現れた一切の事店を稔合考虚すれば，本件字故1こより被

控訴人らの被った萩神的苦痛を慰謝するために各3万円 (I0番被控訴人1こ

ついては1万70 0 0円）が相当であるとした原判決の認定判断は正当とし

て是認することができる．

上記①1こついて．原判決1ま， OECDのガイドラインや民間部円における

電子計算機処理1こ係る個人情報保嗅1こ関するガイドライン（平成9年3月4

日通商産業省告示第98号）が個人情報保護の必要性を要甜していることを

考虚したのであって，これをもって直接に注意義務の範囲や程度を荘定した

わけではなく，また、原判決は，写案の性質上， 2次流出等又はそのおそれ

があることによる絡神的な苦痛があることを考虚したのであって，本件情報

浣出事故と相当因果関係のない投容についてまで範囲を広げて賠償の対象と

したわけで1まない。

上記②について。エステティックは，一般には全身芙容術の意味で用いわ

れている苫葉であるが，これは広く現在の芙を超える芙を迫求するサーピス

であって，きわめて固人的な哭的感性に基づく価伍基準から発する人問の精

神的・身体的な在り方への思いあるいは磁いを受けとめるサーピス業である

と理解されており，エステティックサロン（全身英容の店）を経営する企業

体に対レて，類客である各人が希翌する哭もしくはより良く得たいものは何

かを率直かつ明絞な形でt苔報として，これを伝え、上記企業体から，それ1こ

爽連するサーピスの在り方などの情報説明などを受けることから，会社と顧

客の哭約関係のすべてが始まるところ，顧客である被控訴人らが，エステテ

ィックサーピスを受けるために自らの氏名，住所，電話番号•，年齢，職棠

といった個人識別情報とともに，エステティック特有の身体的もレくは芙的

感性に基づく価伯評価をくだすべき身体状況1こ係るものである個人情報を提

供することは，まさに被控訴人各人が誰にも知られたくない種類の価位観1こ

関係した個人情報を申告するもの1こほかならない。こうした個人情報の申告

を受ける控訴人は，エステティック産業を営む企業体として，かかる情報管

理の厳密さに関する信頼を前提1こして，その申込みを勘誘するなどの業務を

行い，その後、すで1こ捉供されたt；；毅などを前提としてエステティックサー
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ビスを行うことに照らせば．仮1こ．当該情報を管理すべき秘臨要諧の強弱・

厚窃の程度につき万人に共遥する基準を一律1こ決しがたいとしても．逆にそ

うであるからこそ．一屈恨葱な配慮のもとに顧客の個人情報を厳密な管理下

で扱わなければならないと解すぺきである。以上によれば．11!1人識別情報の

ほか1こエステティック固有の事情に関する情報は全体として．顧客が個人

ごとに有する人格的な法的利益1こ密接なプライバシーに係るものといえ．控

訴人のサーピス菜務に関係しない何人に対しても秘蕊すぺき必要が高く．ま

た．顕客の合理的な期待としても強い法的保蔑に値するものというべきであ

る．

上記③1こついて。たしかに，乙30の11こよれば， TBCブライバシー被

杏弁衷団のウェプサイトにおいて，平成l9年2月13日支新後1こ， 「第1

密 勝訴判決が出ました」との見出しで原判決を紹介する文窪が掲載されて

いることが認められるが．このことをもって．被控訴人らの被った精神的苦

痛がすべて窓謝されたとはいいがたい。

なお．本件認定の投容額は．本件において流出した情報がエステティック

サーピス1こ係るものであるところから，個々人の哭的感性の在り方や、そう

したものに関する悩み若しくは希望といった11!1人的．主観的な価位に結びつ

＜．あるいは結びつくように見られる稲類の惜報である点で、浣出データ回

収の完全性に対する不安ないしは精神的苦痛に対する窓謝料請求や．大学在

躇1こ係る個人識別佗報の開示1こ腐する窓謝料諸求につき判定されるべき塩合

よりは．通常．より高い保要を与えられてしかるべき種類の栢報であると認

められること1こかんがみて．高額1こすぎることはなく適切妥当であるという

べきである。

したがって、控訴人の上記主張は，採用することができない。

3 被控訴人らの控訴理由について

被控訴人らは．本件情報が閲覧可能な状館1こ溢かれたことがインターネッ

-6. 

ト上の掲示板に取り上げられ，本件電子ファイルがサーパーから削除される

までの問1こ，不特定多数の者が本件情報をダウンロードし、マスメディアに

より全閲的なニュースとなったことに伴い，さらにファイル交換ソフト等を

通じて転々流通したものであり，また，本件情報は一定の嗜好や興味を持っ

た人（それも多くは女性）の5万件以上もの氏名，住所等から成り立つもの

で，名窓としての経済的価値も極めて高く，被控訴人らは，今なお不特定多

数の者に自己の情報を把掘されているという不安感や不気味な忍いを抱いて

容らしているのであるから，これらの事情に照らすと，一人当たり 3万円と

いう寇謝料額は余りにも低額であり，このことは， 1 0万円あるいは20万

円の坦謝料を認めた下級容の各裁判例と比較しても明らかであると主張す

る。

しかし，本件情報流出事故により被控訴人らの被った苓神的苦痛を恩謝す

るために各3万円 (10番被控訴人については1万70 0 0円）が相当であ

るとした原判決の認定判断は正当として是認することができることは前示

したとおりである。

なお，r本件においては，前示した種類の情報の性賓，流出の認様と程度に

照らしてその損容額を認定すれば足り，個人情報の開示を明示的に反対し

たにも関わらず情報を開示した坦合や，ネット上で固人情報を院示して悪戯

電話が多数かかってきた坦合などと比べると，保渡すべき恒人情報の性質

具体的な2次流出あるいは2次被容の有無など前示した次第であることに照

らして、前記各損容額は低額1こすぎることはなく適切妥当である。

被控訴人らの上記主張は，採用の限りでない。

4 以上によれば，被控訴人らの賭求は，それぞれ3万50 0 0円(I0番被控

訴人については2万20 0 0円）及びこれに対する訴状送達の日の翌日(Iな

いし 10番被控訴人については平成15年1月16日、 1 1ないしI3番被控

訴人については同年4月17日， 14番被控訴人については平成16年4月1
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5日）から支払済みまで民法所定の年5分の割合による遅延振容金の支払を求
当苓者目緑

める限度で理由があり，これと同旨の原判決は相当であって，本件控訴及び本
京京都新宿区西新宿1丁目 25番1号

件附帯控訴はいずれも理由がないからこれを棄却することとして，主文のとお
控訴人・附帯被控訴人 TBCグループ株式会社

り判決する。
同代表老代表取締役 天 辰 文 夫

束京高等裁判所第4民事部
同訴訟代理人弁蔑士 三 原 崇 功

l 
裁判長裁判宮 稲 田 龍 樹

被控訴人・附帯控訴人

2 

被控訴人・阻帯控訴人
裁判官 足 立 謀 三

3 

被控訴人・陪帯控訴人

4 
裁判宮 高 野 輝 久

被控訴人・陪帯控訴人

3 

被控訴人・柑帯控訴人・

6 

被控訴人・陪帯控訴人

7 

被控訴人・陪帯控訴人

8 

被控訴人・附帯控訴人

， 
被控訴人・附帯控訴人

1 0 

被控訴人・対帯控訴人
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11 

被控訴人・附符控訴人

I これは正本である。12 

被控訴人・附帯控訴人

1 3 

被控訴人・附帯控訴人
平成 19年 8月 28日

14 

被控訴人・附帯控訴人

上記14名訴訟代理人弁蔑士 東京高等裁判所第 4民事部
紀 藤 正 樹

荻 上 守 生

曇l卓三9妥l JI! 畑 直 英 裁判所否記官 長谷川 涼

宮 田 烈

中 田 嚢

楠 元 和 資

篠 島 正 幸

島 幸 明

谷 生 泰 斗

野 村 佐

弘 中 絵 里
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